
長崎県産地生産基盤パ ワーア ップ事業助成金交付要領

制定

改定

改定

改定

令 和 2年  4月  1日

令 和 2年  5月  1日

令 和 3年  4月  1日

令 和 3年 12月 21日

2農 園第 17号

2農 園第 202号

3農 園第 57号

3農 園第 595号

(趣 旨)

第 1条  県は、水 田・畑作・ 野菜・果樹等の産地が創意工夫を活か し、地域の強みを活か

して起 こすイ ノベーシ ョンを促進 し、地域の営農戦略に基づいて実施す る産地の高収益

化 に向けた取組 を総合的に支援す るため、別表 に掲げる事業を行 う取組主体に対 し、予

算の定めるところによ り、長崎県産地生産基盤パ ワーア ップ事業助成金 (以 下「助成金」

とい う。)を 交付す るもの とし、その交付 については、長崎県補助金等交付規則 (昭 和

40年長崎県規則第 16号。以下 「規則」とい う。)及び長崎県農林部関係補助金等交付要

綱に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。

(交 付の対象及び交付率 )

第 2条  助成金の対象 となる事業 (以 下 イ事業」 とい う。)、 経費及びその補助率は、別表

に定めるとお りとす る。

(流用の禁止 )

第 3条  別表の区分欄 の各項に掲げる事業に係 る経費は、 これ を他の事業に流用 してはな

らない。

(申 請書に添付すべ き書類 )

第 4条  規則第 4条 の規定によ り申請書 (様式第 1号 )に添付すべき書類は、次の とお り

とす る。

(1)事 業計画書 (様式第 2号 )

(2)収 支予算書 (様式第 3号 )

2 規則第 4条 の交付 申請書 を提出す ることができる時期 は、別に定める期 日とす る。

(交付の条件 )

第 5条  助成金の交付の申請を しよ うとする者は、その申請時に当該助成金 に係 る仕入れ

に係 る消費税等相 当額 (交付金の対象経費に含 まれ る消費税及び地方消費税 に相 当する

額の うち、消費税法 (昭 和 63年法律第 108号 )に規定す る仕入れに係 る消費税額 として

控除できる部分の金額 と当該金額に地方税法 (昭 和 25年法律第 226号 )に 規定す る地方

消費税率を乗 じて得た金額 との合計額 に補助率を乗 じて得た金額 をい う。以下同 じ。)が

あ り、かつ、その金額が明 らかな場合 には、 これ を減額 して申請 しなければな らない。

ただ し、申請時において仕入れに係 る消費税等相 当額が明 らかでない場合については、

この限 りでない。



2 市町又は都道府県協議会長 (経営所得安定対策等推進事業実施要綱 (平 成 27年 4月 9

日付 け 26経営第 3569号 農林水産事務次官依命通知。以下「推進事業実施要綱」とい う。)

第 2の 1の (2)に 定める都道府県農業再生協議会の長 をい う)、 地域協議会長 (推 進事

業実施要綱第 2の 2の (2)に定める地域農業再生協議会の長 をい う。)、 地域担い手育

成総合支援協議会長 (地 域担い手育成総合支援協議会設置要領 (平成 17年 4月 1日 付 け

16経 営第 8837号農林水産省経営局長通知)第 1の 3に 定める地域担い手育成総合支援

協議会の長 をい う。)及び産地協議会長 (果樹産地構造改革計画について (平成 17年 3

月 25日 付 け 16生産第 8112号農林水産省生産局長通知)第 5の 1に 定める産地協議会の

長 をい う。))(以 下「地域協議会長等」とい う)は 、取組主体に助成金 を交付す るときは、

各取組主体に対 し、次に掲げる条件 を付 さなければな らない。

(1)取組主体は、事業 を遂行す るため、売買、請負その他 の契約 をす る場合は、一般の

競争 に付 さなければな らない。ただ し、事業の運営上、一般の競争 に付す ることが困難

又は不適 当である場合 は、指名競争 に付 し、又は随意契約 をす ることができる。

(2)取組主体は、(1)に よ り契約 を しよ うとす る場合 は、当該契約 に係 る一般の競争、

指名競争又は随意契約 (以 下 「競争入札等」とい う。)に参加 しよ うとする者 に対 し、書

面によ り農林水産省の機 関か ら指名停止の措置等 を受 けていない旨の申立書の提出を求

め、当該 申立書の提出のない者 については、競争入札等に参加 させて はな らない。

(申 請の取下げができる期限)

第6条  規則第8条第1項 の規定により申請の取下げをすることができる期限は、助成金

の交付 の決定 の通知 を受 けた 日か ら 15日 を経過 した 日とす る。

(事業の着工等 )

第 7条  本事業の着工又は着手 (以 下 「着工等」 とい う。)は、原則 として、知事か らの

助成金の交付決定後に行 うもの とす る。ただ し、地域の実情に応 じて事業の効果的な実

施 を図る上で緊急かつやむを得ない事情により、交付決定前に事業の着工等を行 う場合

は、あらか じめ、知事の指導 を受 けた上で、その理 由を明記 した交付決定前着工 (着手 )

届 を作成 し、知事に提出す るもの とす る。

2 前項ただ し書の規定によ り交付決定前に本事業の着工等 をす る場合 については、事業

の内容が明確 となってか ら、本事業の着工等 をす るもの とし、交付決定を受けるまでの

間に生 じたあ らゆる損失について、 自己の責めに帰す ることを了知の上で行 うもの とす

る。

(状況報告等 )

第 8条  規則第 H条 第 1項 の規定 による遂行状況 の報告 は、助成金 の交付 の決定のあつた

年度 の 12月 31日 現在 の状況 を当該年度 の 1月 20日 までに遂行状況報告書 (様 式第 4号 )

を知事 に提 出 して行 うもの とす る。ただ し、第 H条 第 2項 の規定 による概算払請求書 の

提 出 をもつて、 これ に代 えることができる。

2 県 は、前項 に定 める時期 のほか、助成金事業の円滑適正 な執行 を図 るため必要が ある

と認 める ときは、当該助成金 の遂行状況報告 を求 めることができる。
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(変 更承認等 )

第 9条  規則第 11条第 2項 の規定による変更の承認 を受 けよ うとす る者 は、計画変更承認

申請書 (様式第 5号 )を知事 に提出 しなければな らない。

規則第 11条第 2項第 1号 の規定により知事が定める軽微 な変更は、別表の重要な変更

の欄 に掲 げる変更以外の変更 とす る。

(実績報告 )

第 10条  規則第 13条第 1項 の規定により実績報告書 (様 式第 6号 )1こ 添付すべき書類は、

次の とお りとす る。

(1)事業実績書 (様 式第 2号 )

(2)収 支精算書 (様 式第 3号 )

(3)そ の他知事が必要 と認 める書類

2 精算払 については、規則第 16条第 1項 の助成金交付請求書の提出を省略す ることがで

きる。

3 規則第 13条第 1項 の規定による実績報告書の提出期限は、事業の完了 した 日か ら 30

日を経過 した 日 (同 項後段の規定により提出す る場合にあつては、翌年度の 4月 20日 )

とす る。ただ し、精算払の方法による場合 にあっては、事業が完了 した 日か ら 30日 を経

過 した 日、又は翌年度の 4月 5日 のいずれか早い期 日とす る。

4 第 5条第 1項 ただ し書の規定によ り助成金の交付の申請 を した者 は、第 1項 の実績報

告書 を提 出す る場合 において、当該助成金 に係 る仕入れ に係 る消費税等相当金額が明 ら

かになった ときには、これ を助成金額か ら減額 して仕入れに係 る消費税相 当額報告書 (様

式第 7号 )に よ り報告 しなければな らない。

5 第 5条 第 1項 ただ し書の規定によ り助成金の申請 をした者 は、第 1項 の実績報告書を

提出 した後において、消費税及び地方消費税の申告によ り当該助成金 中の仕入れに係 る

消費税等相 当額が確定 した場合 には、その金額 (前項の規定によ り減額 して報告 した場^

合 にあつては、その金額が減 じた額 を上回る部分の金額)を 仕入れ に係 る消費税相当額

報告書 (様式第 7号 )に よ、り速やかに知事に報告 しなければな らない。 この場合におい

て、知事は、当該金額の返還 を請求す るもの とす る。

また、当該助成金 に係 る仕入れに係 る消費税相 当額が明 らかにな らない場合又はない

場合であっても、その状況等 について、当該助成金の額の確定のあつた 日の翌年 5月 30

日までに、同様式により知事に報告 しなければならない。

(助 成金 の交付)                      |
第 H条  規則第 16条第 1項 の交付請求書に添付すべき書類は、次の とお りとす る。

(1)請 求内訳書 (様 式第 8号 )

(2)出 来高 (見 込)調書 (様式第 9号 )

(3)事業費明細書 (様 式第 10号 )

(4)契 約書の写 し及びその他知事が必要 と認 める書類



2 この助成金は、概算払の方法によ り交付す ることができる。 この場合において、規則

第 16条第 2項 において準用す る同条第 1項 の概算払に必要な書類 は、概算払請求書のほ

か前項各号に掲げる書類 と同様 とす る。

(雑則 )

第 12条  規則及び この要領 に定めるもののほか、必要な事項については、別 に定める。

附 則

1 この要領 は、令和 2年度の予算 に係 る助成金か ら適用す る。

2 この要領の施行に伴い、長崎県産地パワーアップ事業助成金交付要領 (平成 28年 4月 1

日付 け 28農 園第 33号。以下、「十日交付要領」 とい う。)は廃止す る

3 旧交付要領に基づき、令和元年度までに実施 した事業又は令和 2年 度以降に実施される事

業については、なお従前の例による。

附 則

この要領 は、令和 3年度の予算に係 る助成金か ら適用す る。



別表 (第 1条、第 2条、第 3条関係 )

産地生産基盤パワーアンプ事業実施要綱 (令和 2年 2月 28日 付け元生産第 1695号農林水産事務次依命官通知。以下「実施要綱」という。)及び産地生産基盤パワーアップ事業実施

要領、 (令和 2年 2月 28日 付け元食産 4536号 、元生産第 1697号、元政統第 1781号農林水産省食料産業局長、生産局長、政策統括官通知。以下「実施要領」という。)、 長崎県

産地生産基盤パワーアップ事業実施要領 (令和 2年 4月 1日 2農園第 16号。以下「県実施要領」という。)、 産地生産基盤パワーアップ事業都道府県事業実施方針 (令和 2年 5月

1日 策定。以下「実施方針」という。)に基づいて行 う次の事業。

I基金事業

重 要 な 変 更

実施要綱 による産地パ ワーア ッ

プ計画及び取組主体事業計画の

新設、変更、廃上

実施要網 による取組主体事業計

画の新設、変更、廃上

実施要綱 によ る産地パ ワーア ッ
プ計画及び取組主体事業計画の

新設、変更、廃と

補  助  率

補助率は次のとお りとする。

(1)リ ース方式による農業機械等の導入事業については、導入する農業機械

等の本体価格の 2分の 1以内とする。

(2)生産資材の導入等の事業については、 2分の 1以内とする。ただ し、樹

園地の若返 りのために行 う果樹の同一品種の改植については、実施要領
の定めるところによるものとする。

補助率は定額 (2分の 1相当)と する。

補助率は次のとお りとする。

(1)及び (3)の事業

事業費の 2分の 1以 内とする。

(2)の事業

事業費の 2分の 1以内とする。ただし、果樹においては、優良品目又は

品種への改植等及び樹園地の若返 り等のために行 う同∵品種の改植 に
ついては、実施要領の定めるところによるものとする。

(4光 及び (5)の事業

定額 とする。ただ し、取組主体の構成員が参加する研修会やセ ミナー、

農業生産現場における実地研修等については実施要領に定めるところ

によるものとする。

経  費

1 事業費

市町及び地域協議会等が実施要綱、

実施要領、実施方針に基づいて行 う事

業に要する次に掲げる経費に対 して交付す

る場合における当該交付に要する経費

(1)農業機械等の導入及び リース導入

(2)生産資材の導入等

1 事業費
地域協議会等が実施要綱、実施要領、実

施方針に基づいて行 う事業に要する次に掲
げる経費に対して交付する場合における当

該交付に要する経費

(1)計画策定等に要する経費
(2)技術実証に要する経費

1 事業費

市町及び地域協議会等が実施要綱、

実施要領、実施方針に基づいて行 う事

業に要する次に掲げる経費に対 して交付す

る場合における当該交付に要する経費

(1)農業用ハ ウスの再整備 。改修

(2)果樹園・茶園の再整備・改修

(3)農業機械の再整備・改修     ,
(4)生産装置の継承・強化に向けた取組

(5)生産技術の継承、普及に向けた取組

(6)全国的な土作 りの展開

区  分

1 収益性向上対策

(1)生産支援事業

(2)効果増進事業

2 生産基盤強化対策



(6)の事業

定額 とする。ただ し、堆肥等及びペ レッ ト堆肥の実証的に活用 した

実証ほの取組については、実施要領の定めるところによるものとする。

Ⅱ整備事業

重 要 な 変 更

実施要糸岡による産地パ ワーアッ

プ計画及び取組主体事業計画の

新設、変更、廃止

産地パワーアップ計画及び取組
主体事業計画の新設、変更、廃止

補  助  率

補助率は 2分の 1以内。

定額 (2分の 1以内)。

補助率は 2分の 1以内。

経   費

1 事業費
市町及び地域協議会等が実施要綱、実施

要領、実施方針に基づいて行 う事業に要す
る次に掲げる経費に対して交付する場合に

おける当該交付に要する経費
(1)育苗施設

(2)乾燥調製施設

(3)穀類乾燥調製貯蔵施設

(4)農産物処理力日工施設

(5)集出荷貯蔵施設

(6)産地管理施設

(7)用上等供給施設

(8)被害防止施設

(9)農業廃棄物処理施設

(10)生産技術高度化施設

(H)種子種苗生産関連施設

(12)有機物処理・利用施設

2 附帯事務費
市町が 1の経費に係る事業の実施に関し

、指導監督等に要する経費

(1)
(2)

農

生

組

業用ハウスの再整備・改修

産技術の継承・普及に向けた取

区  分

1 収益性向上対策

2 生産基盤強化対策



(様式第 1号 ) (市町長 (地域協議会長等)→知事 )

長崎県知事

住所

市町長   氏名

又は

住所

団体名

代表者名

令和OO年度長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金交付申請書

令和  年度長崎県産地生産基盤パワーアップ事業について、長崎県産地生産基盤パ
ワーアップ事業助成金      円を交付されるよう、長崎県補助金等交付規則 (昭

和40年長崎県規則第16号)第 4条の規定により次の書類を添えて申請します。

記

1 事業の目的

2 事業の内容及び計画 (又は実績)

別紙様式のとおり。

※地域協議会等が申請する場合は助成金の振込先 日名義を記載すること。

振込先 :金融機関名
口座番号

名 義 :団体名

支店名

発行責任者及び担当者

発行担当者 △△ △△ (連絡先OOO―OOO―OOOO)

口〒
日月

番

年

様



(様式第 2号 )

1 事集の目的

2 亭業の内審及び計画 (又は実績 )

長 崎 県 産 地 生 産 基 盤 パ ワ ア ッ プ 事 業 計 国 書 (案 績 書 )

備考
00年 度

総事業費

(田 )

00年 度

総事果費

(円 )

年度別内釈

00年度

構事業員

(月 )

(円 )

総事業費

整備事業

生産支援事業

効果増進事業

計

基金事業

整備事業

計

整備事業

生産支援事集

効果増進事業

計

基金事業

整備事票

置十

基金事業

整備事業

基金事業

整備事集

事業区分

向

生産基盤
強化対策

合計

生産基盤
強化対策

合 計

鍵
研

亀壇協

殿 名

合計

(注 )整備事業について、変付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分 して記入 し、交付率を備考欄に記入すること。

(2)内 訳

別添のとおり。

・ 県実施方針に定める書類を添付すること。



(別 丞 1)

ア 基金事業

(円 ) 市町帯貴部道府果費田費市町村資部道府屎■(円 )

年度別肉駅

その他(日 ) 市町帯費3逍府県資臣貴

総事業員

(円 )

施設□要 エ

ネルギー転
換枠

整備事業

腺
勘

内

効果増進事業

計

E十

整備事業

酢

整備事累

生産支援事業

効果増進事業

基金事業

整備事業

計

事累盛分

収

益

性

向

上

対

策

生
産
基
盤
強
化
対
策

理

丹

整

音

地域協

酷会名

収

益

性

向

上

対

策

錐
盤
靴
練

合計

(注)聾常事業について、交付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分 してEE入 し、交付率を備考幅に記入すること



(別藤 2)

内訳

(ア )

b

収益性向上対策

整備事業

(注 1)「整理番号」幅には、 ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を召B載 し、「血」襴には、 アップ計画の1の (4)の番号を記載すること

(注 2)整備事業の附帯事務資の事業内暮相は、生産局長が別に定める附帯事務■の使途基準により記入すること。

(注 3)生産支援事業において果樹の改植を行う壻合は、「対象作鞠名J欄に対象品日、品種を記載すること (産地パワーアップ計層lに 定める対象品日、品種に限る)。

また、「面積」桐は実施面積を記転すること。

(注 4)「 取組目裸」襴には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取組を記載すること。

(注 3)生産支援事業の「費用対効果分析結果」襴は、機械導入の場合に盟載すること (機械導入以外の場合は
'―

Jを記載)。

(注 6)整備事菜で交付率おt績数ある場合は、交付率ごとに区分して記入すること。

(注 7)備考襴には仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した娼合には「除税観O00円  うち口費OOO円 Jを、同税領がない場合は「触当なしJと、同税疸が明らかでない場合には「含税領」とそれぞれ記入すること

マ ー ・定をさせるための取組)

(注)「豊理番号」襴には、地域協議会等 と ップ計画のと理番号を記載 し、「血」襴には、産地パワーアップ計回の 1の (4)の番号を記載すること。

d 施設国芸エネルギー転換粋

備考費用対効果

分析結果

事後評価

の検血方法

完了

年月日

協事業費

(阿 )

事業肉審

(工種、れ段区分、構造、旗倍、縮カ
■】

取組目標

附帯事務費 (都道府県、市町村)

計

附帯事務貴 (都道府県、市町村 )

計

合計

標

度

目

年

葉

施
度

事

実
年

業

数

農

者
隠
ロ

名

取組

主体名

地区名監理

号

整

番

逸墳協

離会名

備考費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日

構事業資

(円 )

事業内暮

(a報 (能力、台数)、 リース機構 (能
力、台数)、 資材費等)

取組目標

計

計

合計

標

度

目

年

楽

施
度

事

実
年

業

数

農

者
耐一
ｍ

対象作お

名

取組

主体名

聰区名監理

号

整

番

地域協

酸会名

備考完了

年月日(日 )

構事業費事 業 内容

(オペレーター妻威受 資金、強指ヨン
サルタント器、保機科学〉

菓

施
度

事

実
年

来

数

農

者
耐
ロ

対象作●

名

取組

主体名

地区名血理

号

整

番

地域協

臓会名

計

附

合計

備考費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日

総事業負

(円 )

事業内容

(機犠 (龍力、台数)、 リース憬嶺 (権
力、台敷).資材費等)

計

汁

含計

取組目裸標

度

目

年

楽

施
度

事

実
年

業

数

農

者
離一　⑭

名

取組

主体名

地区名血鍵
冊

聰域協

残会名

(注 )「整理番号I欄には、地域協臓会等ご くワーアップ計回の霊理番号を記載 し、「N“」幅には、産地パワーアップ計画の 1の (4)の番号を記載すること。



備考費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日(用 )

構事菓費事業内害

(機構 (縮力、台数)、 リース楡確 (縮
力、台徴)

取組目爆根

度

目

年

楽

施
度

事

実
年

業

数

農

者
ｍ
⑭

作物
取組

主体名

地区名監理

号

豊

番

合計

地増協

離会名

計

計

(注 1)

(注 2)

(注 3)

(注 4)

(注 5)

「整理番号J幅には、地域協議会等ごとの産地パワーアップ計画の豊理番号を記載 し、「h」 欄には、産地パワーアップ計画の 1の (4)の番号を記載すること。

「面積J桐には、助成対象作物の面積を盟賊すること。

「取組目標J欄には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取祖を記転すること。

「費用対効果分析結果J欄は、機械導入の場合に記載すること (機構導入以外の場合は「
=」 を盟載 )。

備考編には仕入れに係る消費税等相当額について、これを波観 した場合には「除税額000円  うち口貴O00円 Jを、同税領力tな い鳩合は「酸当な し』と、間税額が明らかでない場合には r含税額」とそれぞれ記入すること。

f 効果増進事業

①計画策定等に要する経費

②技術実色Eに要する経費

(注 1)「取組目標」楓には、実施要綱別表 2の 1の メニュー襴の 1又は■のメニュー欄の 1の効果的な実施に必要な取組を記職すること。

(注 2)備考欄には仕入れに係る消費税等福当額について、これを減額した場合には「除税領OOO円  うち目費000円 」を、同税領がない場合は「麟当なし」

事 業の完了予定年月 日        令和   年  月  日

(注)その他の取組を案施する場合は、取組内暮に応じ取組主体事業計画等から転記すること。 (追加)

と、同税額が明らかでない場合には「含税領Jと それぞれ記入すること。

備考総事業費

(円 )

単価

計

合計

員数事業内容地墳協H

会等名

備考完了

年月日

絡事業資

(円 )

事業肉審

(実紅リース担構 (縮力、台数)等〕

取組目標

計

計

含計

裸

度

目

年

集

施
度

事

実
年

菜

数

農

告
耐
∩

対象作●

名

取組

主体名

HL区 名地壌協H

会等名



(別添3)

(イ ) 生産基盤強化対策

a 基金事業 (生 産基盤強化 タイ プ )

(注 1)「整理番号」桐には、地増協臓会等ごとの産地パワーアップ計回の豊理番号を記載 し、「血」幅には、産地パワィアップ計回の 1の (4)の番号を記載すること。

(注 2)果機の改櫨を行う鳩合は、「対象作物名」襴に対象品日、品種を記職すること (産地パワーアップ計画にためる対象品日、品種に限る)。

また、 r面積」相は実施面積を盟職すること。

(注 3)「取組目根」相には、以下の取組のうちいずれかを記重すること。

・輸出向けの生産開始又は輸出霞の増加・重点品日 (輸出有力品日、輸入代替品等)の生産開始又は当族贔目販売領の増加・生産ョス トの低減・労働生産性の向上・契約販売率の増加・地力の向上

(注 4)生産支援事業の「費用対効果分析結果」福は、機械導入の場合に配載すること (機械導入以外の場合は「―Jを EE載 )。

(注 5)備考欄には仕入れに保る消費税等相当領について、これを減額 した颯合には「除税領O00円  うち園貴000円 」を、同税領がない増合は「酸当な し」と、同税額が明らかでない娼合には「含税領Jとそれぞれ記入すること。

b 整備亭果 (生産基盤強化タイプ)

内駅

(注 1)「豊理番号」欄には、地域協触会等ごとの産地パワーアップ計回の豊理番号を記載 し、「NL」 福には、産地パワーアッ

(落 2)附帯事務受の事業肉審桐は、生産局長が別に定める附帯事務資の使途基準により記入すること。

(注 3)「取組目裸」襴には、以下の取組のうちいずれかを日E増すること。

1の (4)の番号を記載すること。

・輸出向けの生産開始又は輸出額の増加・重点品目 l輸出有力品日、輸八代番品等)の生産開始又は当麟品目販売領の増加・生産コス トの低減・労働生産性の向上・契約販売率の増加・ 地方の向上

(注 4)交 付率が複数ある場合は、交付率ごとに区分 して記入するほか、備考桐に交付率及び仕入れに係る消費親等相当領について、 Lれ
´減額 した場合には「除積観000円  うち田貴000円 」を、同税霞がない場合は「麟当なし」と、

同税領が明らかでない場合には「含税領」とそれぞれ日B入すること。

(注 )その他の取組を実施する場合は、取組内容に応じ取組主体事業計画等から転配すること。 (追加)

備考費用対効果

分析結果

事後評価

の検証方法

完了

年月日

絡事業資

(円 )

事案内暮

(儀機 (機力、台数)、 リース後糧 (脱

力、台数)、 資材費等 ,

取組目標

年度

目採業

施
度

事

実
年

業

数

農

警
耐一
⑭

対象作輸

名

取組

主体名

地区名h理

号

整

番

地城協

臓会名

Bト

EI

合計

備考費用対効果

分析結果

事後諄価

の検正方法

嘉了

年月日

博事業■

(円 )

事某内客

(工■.占設区分、構造、経指、縮力等,

附常事務費 (都道府県、市日r村 )

計

附幹事務費 (都道府県、市町村 )

計

合計

取組目標揮

度

目

年

栞

施
度

事

実
年

業

数

農

者
ｍ
⑭

対象作韓

名

取組

主体名

地区名h理

号

整

番

地域協

鵬会名



(別 奉4)

c 生産基盤強化 タイ プの うち生産装置の継承・ 強化に向けた取組 、生産技術の継承・ 普及

d 生産基盤強化 (全国的な土づくりの展開)

事業の完了予定年月 日        令和   年   月  日

(注)その他の取組を実施する場合は、取組内容に応じ取組主体事業計I菫l等から転記すること。 (追加)

備考 (経費の内釈及び経費の必要性 )

備考 (経費の内訳及び経貴の必要性 )

備考 (経費の内訳及び経費の必要性 )

備考 (経費の内釈及び経費の必要性 )(円 )費目
その他市町村費都道府県貴田費

備考 (経費の内釈及び経費の必要性 )

ニーズの

稔事業資 (円 )

ほ事業費 (日 )

稔事業資 (日 )

賂事菜費 (R)

ア〕 産地におけ

イ) 生産垂置の

費 目

合計

費 目

合計

貴 目

合計

合計

費 目

合計

備考 (経費の内訳及び経費の必要性 )(円 )費 目
その他市町村負■費

合計

輛 廟 霊學 菜貿経費の内訳貿 目



(別吾S)

(ウ )整 備事 業

a 収益性向上対策

(a)総括表

構亭葉費 (OO年度 )

(円 )

理

号

豊

番

合計

地増協

議会名

lb)内 駅

(注)整備事業について、交付率が複数ある場合は、交付準ごとに区分して記入し、変付率を備考桐に記入すること。

(注)その他の取組を実施する場合は、取組内容に応じ取組主体事業計回等から転記すること。 (追加)

(c)事業の完了予定年月日      令和  年  月  日

(d)収入予算 (又 は精算)

備考費用対効果

分析描累

事後評価

の検正方法

完了

年月日(日 )

事業内容

(工種、湾證区分、構造、掘権、前カ
い)

取組目標

附帯事務費 (榔道府県、市日r村 )

訃

附帯事務費 (都道府県、市町村)

計

合計

標

度

目

年

某

施
度

事

実
年

業

数

農

昔
耐一　］

名

取組

主体名

地区名臨理

号

整

番

H協埴協

臓会名

備考

滅

比較増滅

増

前年度予算額ホ年度予算領

1 田庫補助金

2 その他

合計

備考

濱

比穀増滅

晴

前年度予算観本年度予算額

豊備事業

合計



(別添 6)

b 生産基盤強化対策

(a)構橋嚢

総事業貴 (00年度 )

(円 )

理

号

整

番

合計

地域協

臓会名

0 内訳

(注 ) 交付率が複数ある増合は、変付率ごとに区分 して記入 し、交付率を備考欄に記入すること。

(注 )その他の取組を実施する場合は、取組肉審に応じ取組主体事業計画等から転記すること。 (追加)

(cl 事業の完了予定年月日

(d)収入予算 (又は精算)

ア)収 入の部

令和  年  月  日

博考比較増滅

漕嗜

前年度予算観本年度予算観

1 臣庫補助金

2 その他

合計

イ )

脳比較増滅

減増

前年度予算領本年度予算領

整備事楽

合計

(別 添 7)

備考費用対効果

分析描黒

事後評価

の検証方法

完了

年月日

総事某負⑪
r貴 「 卜 r蝋

事業肉審

(工種、4般区分、構造、れ格、倍力常】

附帯事務費 (都道府県、市苛村 )

計

尉帯事務費 (都道府県、市町村 )

計

合計

取組 目標標

度

目

年

業

施
庄

事

実
年

来

数

農

者
耐一　ω

名

敗超

主体名

地区名N“理

号

整

番

地域協

臓会名

助成金の交付を受けて豊常する梅件を担保に供し、金融機関から融資を受ける場合の融資の内暮

その他慣還年数

年

年

年

年

年

泄資を受けようとする金領

円

円

円

円

円

融資名

(制度 ,そ の他 )

金融機翼名事業標要



(様式第 3号 )

長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金収支予算喜 (精算善)

(2)支出の

注)間接補助金の交付を完了した年月日 :  年 月 日

前年度予算額 比較増減本年度予算額

区  分

(本年度精算額) (本年度予算額) 増 減

県 助 成 金

円 円 円 円

市 町 費

計

本年度予算額 前年度予算額 比較増減

(本年度精算額) (本年度予算額) 増 減

区   分

市町附帯事務費

円 円 円 円

事業費

計



(様式第 4号 ) (市町長 (地域協議会長等)→知事 )

長崎県知事

住所

市町長   氏名

又は

住所

団体名

代表者名

令和OO年度長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金遂行状況報告書

令和  年 月 日付長崎県指令 第  号で交付決定通知のあつた長崎県産地生産基盤
パワーアップ事業助成金について、長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金交付要領第
8条の規定に基づき、別添のとおり報告します。

発行責任者及び担当者

発行担当者 △△ △△ (連絡先OOO―OOO―OOOO)

口▼
日月

番

年

様



(別紙 )

区分 総事業費

事業の遂行状況

備考

令和〇年O月 ○日までに

完了したもの
令和〇年O月 ○日以降に実施
するもの

事業費 出来高比率 事業費
事業完了
予定年月日

I基金事業
1収益性

向上対策
(1)生産支援事
業

(2)効果増進事
業

(3)整備事業

2生産基盤
強化対策

Ⅱ整備事業
1収益性

向上対策
(1)事業費

(2)附帯事務費

2生産基盤
強化対策



(様式第 5号 )

長崎県知事

(市町長 (地域協議会長等)→知事)

口可
日月

番

年

様

住所

市町長   氏名

又は

住所

団体名

代表者名

令和OO年度長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金計画変更申請書

記

1 変更の理由

2 計画変更の内容

(注)変更事項ごとに助成金交付申請書の様式に変更前と変更後の欄を
更後の上段に (  )書きとし変更後の内容が対比できるよう作成する

受け、変更前を変
こと。

発行責任者及び担当者

発行責任者 OO OO(連 絡先OOO―OOO―OOOO)
発行担当者 △△ △△ (連絡先OOO―OOO―OOOO)



(様式第 6号 ) (市町長 (地域協議会長等)→知事)

長崎県知事

住所

市町長   氏名

又は

住所

団体名

′代表者名

令和OO年度長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金実績報告書

令和   年   月   日付長崎県指令  第     号で交付決定通知のあつ
た長崎県産地生産基盤パワーアップ事業助成金について、長崎県補助金等交付規則 (昭和
40年長崎県規則第16号)第 13条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。

記

1.事業実績書 (様式第 2号 )

2.収支精算書 (様式第 3号 )

3.その他県実施方針に示した書類

(竣工確認調書、完成写真、契約書の写し、入札の結果に関する資料、財産管理台帳の写し)

※ 最終申請時と実績報告時の内容に変更がある場合は、最終申請時を実績報告の上段に (

実績との対比ができるよう作成すること。
)書きとし、

※ 概算払請求時に竣工確認調書、完成写真、
イ
契約書の写し、入札の結果に関する資料について提出済みの場

合は、実績報告時には提出を省くこととする。

発行責任者及び担当者

発行担当者 △△ △△ ( 〇〇〇‐〇〇〇―〇〇〇〇 )

口巧
日月

番

年

様



(様式第 7号 ) (市町長 (地域協議会長等)→知事 )

長崎県知事

住 所

市町長

又は

住所

団体名

代表者名

氏名

令和OO年度年度仕入れに係る消費税相当額報告書

令和   年  月  日付長崎県指令 第   号で交付決定通知のあつた長崎
県産地生産基盤パワーアップ事業について、長崎県産地生産基盤パワーアップ助成金
交付要領第 10条第 5項の規定に基づき、下記のとおり報告 します。

記

1 長崎県補助金等交付規則第 14条に基づく確定額        金    円
(  年  月  日付  第  号による額の確定通知額)

2 助成金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額      金    円

3 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入に係る消費税等相当額
金    円

4 助成金返還相当額 (3-2)                 金    円
(注)記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。なお、間接補助事業者が法人格を有しな

い組合等の場合はすべての構成員分を添付し、構成員別集計表を添付すること。

日消費税確定申告書の写し (税務署の収受印等のあるもの)

口付表 2r課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し
・ 3の金額の積算内訳 (人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料も併せて提出す
ること)

・間接補助事業者が消費税法第 60条第 4項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入
の割合を確認できる資料

5 当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合、その状況を記載
[                                  ]

(注)消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあつては、申告予定時期も記載
すること。

6 当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない拐合、その理由を記載
[                                  ]

(注)記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。なお、間接補助事業者が法人格を有しな
い組合等の場合はすべての構成員分を添付すること
E免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税 (個人事業者の場合は所得税)確
定申告書の写し (税務署の収受印等のあるもの)及び損益計算書等、売上高を確認できる資料
・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書 (簡易
課税用)の写し (税務署の収受印等のあるもの)

・間接補助事業者が消費税法第 60条第4項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入
の割合を確認できる資料
・その他、上記以外で確認が出来る資料。

発行責任者及び担当者        ′

発行責任者 OO OO(連絡先OOO―OOO―OOOO)
発行担当者 △△ △△ (連絡先OOO―OOO―OOOO)

口巧
日月

番

年

様



(様式第 8号 )

請 求 内 訳 書

摘要
交 付
決定額

前回迄
受領額

今 回
請求額

残額
着 エ
年月日

事業完了
(予定)

年月日

月 日迄
の出来高
(見込)



(様式第 9号 )

出 来 高 (見 込 )調 書

対象
作物

整理

番号

取 組
主体名

本年度計画

工期

下記月日までの出来高 (見込) 請求時
の

出来高
(%)

備考
総事業費

(円 )

県助成金

(円 )
月 日

出来
高 (%)

事業費
(円 )

助成金

相当額
(円 )

※申請書記
載の額とす
る。

出来高

上記のとおり  見込みであることを確認します。

完 成

令和  年  月  日

市町長 (地域協議会長等)



(様式第 10号 )

市町等 (協議会)名

事 業 費 明 細 書

対象作物

整理番号
取組主体名 事業区分 事業内容 金額 (円 ) 摘要


